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ごみ焼却とエネルギー
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4.結論
平山直道車
要約
都市ごみは減量・再利用に努めなければならないが、なおかつ排出されるごみについては焼
却して無害化と容積の減少を計らなければならない。幸いにして、焼却による公害は最小限に
止めることが可能になったが、二酸化炭素は排出されるわけで、できるだけ熱利用の効率を高
め、その分化石燃料の使用を削減することが必要である。本文においてはそのための考えられ
る対策を検討し、とるべき今後の方向を述べる。
1.ごみの持つエネルギーと処理の動向
都市ごみの処理は自治体の責任であるが、日本
の産業の持つ生産力からしても、国内における消
費規模からいっても、廃棄物の量は世界有数であ
るのに、処理処分は極端に狭い平地面積の中で行
われているので、無害化と減量の為に焼却に頼ら
ざるを得なかった。しかし幸いにして排ガス、排
水中の有害物質(たとえば、酸性ガス、重金属類、
ダイオキシンなど)に関連する焼却炉の二次的な
公害の防除もほぼ完全に可能になった。しかしご
み量の増加は益々激ししこのままでは最近施設
の建設が急速に進みにくいことや、またできるだ
け自区内に求められている処分地の入手が困難な
ことから、遠からずして行き詰まることがひしひ
しと感ぜられるようになった。
しかも都市ごみの主成分としての紙やプラス
チック類は資源の面からも、延いては地球環境の
保全の見地からも増えるに任せて良いものでな
く、ごみの減量あるいは再利用に真剣に取り組む
べきと考えられる。このような世論を背景に、厚
生省は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
(廃掃法)を改正し、従来の衛生的処理・処分を
中心とする方式から、ごみの減量、再利用を考慮、
した処理体系への変革をめざすことになり、また
通商産業省ほか多くの省庁により「再生資源の利
用の促進に関する法律J(リサイクル法)が新規
に施行され、廃棄物や副産物の資源化の推進を目
指すことになった。
このような努力により減量をはかつでもなおか
つ発生するごみについては国土狭あいな我が聞に
おいては焼却せざるをえない。しかし、現在のよ
うにエネルギーの有効利用が叫ばれるだけでな
く、 CO2の環境負荷が厳しく論ぜられるようにな
ると、ごみのエネルギーを徹底的に利用し、それ
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によって化石燃料の使用を抑制することを目指さ
なければならない。さらに言うならば、エネルギー
の観点だけでは十分でない。エクセルギーを考慮
すれば、温度の高い状態でのエネルギーはできる
だけ動力に変える、あるいは発電することに心が
け、熱i原の温度の低くなったところで暖房や給湯
を考えることとし、エネルギーを効果的に用いる
努力を怠らないことが重要である。
2.ごみのエネルギ一利用の現状
2. 1 日本におけるエネルギー利用の考え方の
変遷
昭和40年頃、ボイラーなどに用いられていた近
代工業技術が焼却炉に転移されたので、この時点
で技術力としてはボイラーの使用を前提とした発
電やその他の熱利用を推進することは可能な条件
が整ったと言える。しかし実際には、昭和40年の
段階で本格的な発電を行ったのは大阪市の西淀工
場だけで、東京をはじめとする大都市の大型炉で
もボイラーを採用せず(江戸川工場、北工場)燃
焼排ガスの処理の為に燃焼ガスの温度を下げるの
には水噴霧冷却を用いた。また、熱利用も簡単な
温水器を設置することによって老人ホームに給湯
する程度であった。当時エネルギー利用の進まな
かった原因としては次のようなことが考えられ
る。
1)当時はエネルギ一価格が安く、また、日本の
電力事情も安定しており、小規模の不安定電力を
集める機運になかった。従って売電の価格が安く
(例えば3円/kWhの程度)、ボイラーを含めた
投資を考えると成り立ちにくかった。
2 )自家消費の電力については当時でも15円/kW
hの程度であったが、ボイラーまで投資すると回
収に要する年限も永く、廃棄されるごみにそこま
で投資するまでに世論が成長していなかった。
その後水噴霧による排ガス冷却も必ずしも維持
管理上安定した設備でなく、水の消費量も馬鹿に
ならないことから、熱を有効に利用しようと言う
観点、から大型炉ではボイラーを設置するように
なった。昭和40年以降になって、発電も行われる
ようになった。しかしこの場合も発電は殆ど場内
で使用する電力に限られた。理由は次のようで
あった。
1)工場側での売電価格(例えば15円/剛hの程
度)の節約のために場内使用分だけ発電すること
は、特にボイラーが既にある場合は極めて有利で
あった。
2 )厚生省の補助金も場内で使用する分の発電設
備には付いたが、場外送電用には付かなかった。
しかも、この場合起債も困難で、しかも 4円/kWh
程度の売電価格では採算的に困難であった。
これに対して、近年焼却自体排ガス処理を完ぺ
きにする限り国土の狭あいからやむを得ないとし
ても、 COzは排出する訳であるから、少なくとも
熱利用を完ぺきにしてその為に化石燃料の消費を
軽減して COz負荷を増加させない努力が要求さ
れるようになった。また毎夏のように ('93は冷
夏であったが)訪れる電力危機もあって、電力会
社もローカルなエネルギーを有効に利用するた
め、電力の買い取り価格を上げるようになった。
また、国もこの様な情勢をとらえその方向に電力
会社を指導するとともに、自治体が熱利用を推進
し易いように場外向けの発電設備の場合でも起債
等資金面での援助を考えるようになった。自治体
もまたこの様な情勢を踏まえ、進んで、清掃工場を
重要な都市施設の一環として位置づけ、電力、熱
を含め有効に利用する施策を取るよう望まれてい
る。
図1aは発電設備を持つ焼却施設数で、図 1b 
は発電設備能力の推移である。現在のところ設備
能力は33万kWであるが、厚生省においては2010年
までに発電設備を持つ焼却設備の処理量を 2倍に
増やし、発電効率を 5%から20%に上げて、発電
設備を300万聞にする計画である。
2. 2 日欧米における状況比較
日本におけるごみ発電ボイラーの蒸気条件は維
持管理上の理由で低めにとられている(図 2)が、
例えばドイツにおける状況は表1のように450.C
以上も多い。ただし、 '80年以降はどちらかと言
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図1 日本における発篭設備の推移(1)
えば400.C付近に収れんしつつあるようである。
欧州の技術を導入している米国においても蒸気条
件についてはほぼ欧州‘比同様であった。
日本においては経済的な理由から発電を場内使 3印
用目的に限ったため、在来は蒸気条件に燕理をせ
ず維持管理上安全な圧力、温度を選んだ。欧州、|各
国では発電設備が都市の外郭的公営企業で運営さ
れているので、木目の細かい維持管理も苦になら
ない状況にあること、またこの電力を扱う外郭団
体で直接ごみも処理されているので、エネルギー
利用に有利であるともいえる。一方米国において
は焼却は主に会社組織で行われており、発電は重
要な収入源であるので、蒸気条件はほぼ欧州の値
を踏襲している。
3.発電効率上昇のための技術上の諸対策
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図2 圏内ごみ発電所の蒸気条件の推移(2)
表 1 ドイツにおける焼却炉の蒸気条件(2)
運転開始時期 -1970 70-74 75-79 80-84 85-
蒸気温度
299.C以下 5 。 5 1 1 
300-449 O 5 10 13 O 
450以上 18 10 2 3 。
3. 1 過熱器材料の選択による蒸気条件の改善 問所:Werlsstoffe and Korrosion 40 (1989年調べ)
過熱器の材料として、少くとも最も厳しい条件
の部分の材料が現実の焼却炉でどの位の期間寿命
があるかについて、文献にみられるものを一覧表
にしたものが表2である。日本の1IS相当の材料
名を注記に記しであるが、現実のボイラ材料で、
蒸気条件40atg、400.Cを満足して 2-5年も寿命
を保っている。図3は蒸気温度と平均寿命の関係
を示す。側)廃棄物研究財団等において過熱器の材
料の耐熱性について研究されているが詳細につい
ては省略する。
3. 2 蒸気条件改善による発電効率の改善
表 3に東京の江東工場に匹敵する1，800t/ dの
プラントを40ata、400.Cの蒸気条件で設計したと
きの発電能力を示す。表3には条件での熱利用も
考慮されている。現在江東工場は15，OOOkWの発
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表2 欧米のごみ焼却ボイラ一過熱器材料実積表(3)
ポイラ仕様 (SH出口) 過入熱口器ガ 過熱器材質プラント名称 施設規模 竣年工度 Fln.1 SH (高温)十 First SH (飽和)
寿命 備考 記事
蒸発量圧力 温度 ス温度
b.r/ hr 文(参献考) 国名 名称 L!dX基 ton/h I .tg I 'C 。C 品温ガス側 → 低温ガヱ側
ドイツ Ludw- 288X3 1967 28.65 43 bar 450 573 ③15Mo.3 ③15Mo3 ①St.35.8 
M1989 
19shafen 
Wurzhurg 300X2 1964 29.0 40 b.r 415 650 ③SL35.8 ②St.35.8 ¥DSL35.8 20.0∞ 
Bielefel- 384X3 1982 52.4 40 b.r 400 760 ③15Mo3 ②15Mo3 ①15M"ヲ 43ω。
Herford E1989 
Darnstadt 2ωX2 M1987 21.0 38 bar 350 倒。 ③SL35.8 ②SL35.8 ①SL35.8 32.∞o 
Oberhausen 528X4 1972 24.2 60 bar 480 8∞ ①SL35.8 ④101C3r0M0M9044 ③3C1r5MoO434 ②St35.8 
10 1 
オランダ Den Haag 300X4 1965 36.0 45 bar 425 -8閲 met.1 temp.420-45O"C (叫妻)15M03 9.300 
950 -met.1 temp.450'C CD15Mo3 4.300 
Rotterdam 3∞X4 1966 30.0 28 bar .36日 700 SL35.8折(直曲線部部f) 約120年15Mo.3 ( 
スイス Kezo 120Xl 1971 13.5 42 b.r 4∞ 635 ②15Mo3 ①SL35.8 17.0∞ 
144X2 E1976 
アメリカ Saugus 750X2 1975 90.0 日b.r 470 2-l/4Cr-1Mo 4.320 インコロイ825
に取り換え
注記) 1) E:増建設替 2) (れDのb順③番は蒸示気すの流 3) オ換リジ時ナルか示らの取 引相材質当JIS S同 8 15Mo3 13CrM叫4 10CrM0910 21B/4AC2「3lMo 
M: え を。 りえ聞をす。 STB.35 STBA12 STBA22 STBA24 ST 
表3 モデルフ。ラントの発電出力及び発電効率(2)
…施設規模:1， 800t/日，ボイラ定格蒸気条件:400.C， 40ataケース…
<システム構成:ボイラ出口 (200.C)+消石灰噴霧+パグ出口 (135-140.C)+再加熱 (21O"C)+触媒脱硝>
運用ケース 品質ゴミ 基準ゴミ 低質ゴミ
項目 公称負荷 品負荷 公称、負荷 軽負荷 公称、負荷
ゴミの発熱量 (LHV: kcal/kg) 3.000 2，400 2，400 2，400 1，700 
焼却炉負荷率(公称能力比:%) 100 120 100 80 100 
1時間当り焼却処理量(t/h) 75 90 75 80 75 
ゴミの燃焼熱量 (LHV: Gcal/h) 225.0 216.0 180.0 144.0 127.5 
空冷復水 青圧0.25ata 51，051 47，720 38，180 28，343 22，519 
発電出力 青圧0.10ata 56.178 52，735 42，869 32，525 26，127 
(KW) 海水復水 青圧0.064ata 58，563 54.519 43，865 32.804 26，135 
青圧0.052ata 59，544 55，555 44，685 33，452 26，647 
発電効率
空冷復水 青圧0.25ata 19.51 19.00 18.24 16.93 15.19 
青圧0.10ata 21.47 21.00 20.48 19.42 17.62 (%) 
海水復水 青圧0.064ata 22.38 21.71 20.96 19.59 17.63 ;燃焼熱基準
青圧0.052ata 22.76 22.12 21.35 19.98 17.97 
ゴミ 1t当り
空冷復水 青圧0.25ata 681 530 509 472 300 
発電出力 青圧0.10ata 749 586 572 
542 348 
海水復水 青圧0.064ata 781 606 585 547 348 
(KWH/t) 
青圧0.052ata 794 617 596 558 355 一
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電を行っているが、蒸気条件の改善によって、十
分な熱利用をした上に約50.000kW以上の発電が可
能となる。
3. 3 異種燃料による過熱条件の改善、および
ガスタービン・コンバインドサイクル併
設の効果
廃棄物研究財団において検当を行ったケース・
スタディーの種類を表4に示す。]0は比較に用
いた在来型の焼却発電で、図4aにそのフローを
示す。 C1から C6まではガスタービン・コンパ
インドサイクルとの併用、すなわち、ガスタービ
ンの排ガスで蒸気の過熱を行うもので、フロー
シートを図4bに示し、異種燃料を用いる独立の
過熱器をもっハイブリッド型H1のフローを図4
cに示す。一例として J0とC3についての計算
結果を表5に示す。表の中でC3-1項はボイラー
をでた飽和蒸気を与えられた温度(この場合は
400't )に加熱するのに必要最小限のガスタービ
ンを備えた場合で、 C3 -2以下C3 -5項までは
ガスタービンの大きさが1.3、1.6、2.0、3.0倍の
場合を計算したものである O 下から 3行目に総合
効率 1という欄があるが、これはガスタービンと
蒸気タービンの合計の出力を分子とし、ごみと燃
料の総合的な熱量を分母としたものである。
本調査はごみの持つエネルギーを如何に有効に
利用できるかを知ることを目的としているので、
次に述べるもう一つの効率、効率2を論ずるのが
合理的である。即ち、
効率 1= (全設備の出力)/(ごみと燃料の合計の
発熱量)
効率2= j(全設備の出力)ー(等量の燃料のみを用
いた場合のコンパインド・サイクル単
独の出力)1/(ごみの持つ熱量)
表5のような計算をC4、C5についても行い、
上式による効率2を求めて表にしたのが表6であ
る。 J3との比較で考えると、ガスタービン・コ
ンパインドサイクルは、ガスタービンか高価(ガ
スタービンがkW当たり20万円のオーダー、増加す
る蒸気タービン関連施設がやはり同じ程度)な割
りにはごみの熱の利用率はあまり大きくない。
また、経済計算の仮定として、
a)昼夜間、平日休日平均、余剰電力単価
8.17円/kWh
b)蒸気タービン建設コスト(発電機、コンデン
サー関連機器込み)
lOMW 16億円で、規模の0.7乗で変化
c )ガスタービン・ライン設備コスト(ガスター
ピン、発電機、廃熱ボイラー、燃料系統機器
を含む)
10MW 15億円とし、規模の0.65乗で変化
d)ハイブリッドの設備コスト(ボイラー昇圧分
コスト、独立過熱器、燃料関連機器を含む。)
J 0のコスト+18.8億円
e)燃料単価
天然ガス 35円/kg
を用いて、 600t/d焼却炉について経済計算をし
た結果は一例を示せば図 5の通りである。結論と
して、
1)横軸のガスタービンと蒸気タービンの合計出
力とともに年間収入が減少する'ことを示してい
る。
2 )現状では燃料費発電コストに燃料費の占める
割合が大きい。
同様に計算をC4、C5、C6、Hについて行
い、その結果を発電原価、及び投資効果(投資回
収に要する年数の逆数、 1/年)について、図に
表したのが図6、7である。図6において J0 、
J 3が著しく発電原価が低いのは、たとえ発電を
行わない場合でも排ガス温度を冷却して排ガス処
理装置に入れるため、ボイラーは必要で、あるため
必要最小限の規模分は原価に勘定しなかったこと
に因る。横軸は前と同様に総出力で、併設したガ
スタービンの大きさによって変化する。大きいガ
スタービンを付けるほど発電原価が上がる。図7
の縦軸は投資回収年の逆数で例えば0.1は投資回
収に10年かかることを意味する。結論としてはガ
スタービンが大きいほど投資回収が遅れることに
なる。
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Service Life (h) 表4 ケーススタディの組み合わせ検討条件
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図3 過熱器蒸気温度と耐周年数(3)
P: 20atg 
T: 280"C 
G: 66.512t/h 
DA 
BF 
ケース
No 
J 0 
C 1 
C2 
C3 
C4 
C5 
C6 
H 1 
システム
従来型
コンノミインド
， 
" 
" 
" 
" 
ハイプリッド
図4a 従来型ごみ焼却施設フロー
GT入口 ごみ焼却炉 過熱器
備考
ガス温度 ボイラ出口蒸気 出口蒸気
20atg， 280<: 2800C 
1.1000C 20atg，飽和 280<: 
1. 1000C 40atg，飽和 4∞℃ 
1.200oC 40atg，飽和 4∞℃ 
1.200oC 60atg，飽和 4ω℃ 
1.300<: 60at居，飽和 4800C 
1.300<: 88atg，飽和 510<: 
88atg，飽和 5100C 
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G: 4050 
17270 
CJの範囲は過熱蒸気を得るのに
必要小のガスターピンでは不要となる。
図4b コンパインドサイクルのフロー
SAHi F/F 
' DAハ
図4c ハイブリッドシステムのフロー
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表5 ケースC3の計算
Case No J 0 C 3-1 C 3 -2 C 3 -3 C 3 -4 C 3 -5 
単位 従来方式
ごみ焼却炉
蒸気圧力 kg/cm2g 20 40 40 40 40 
蒸気温度 ℃ 280 250 250 250 250 
蒸発量 ton/hr 86.512 91.44 91.44 91.44 91.44 
給水温度 ℃ 140 140 140 140 140 
ごみ熱量 Mcal/hr 60，000 60，000 60，000 60，000 60，000 
ガスタービン
発電端出力 kW O 10，900 14，170 17，440 21，800 
タービン入口温度 ℃ 1.200 1，200 1，200 1，200 
排ガス温度 ℃ 540 540 540 540 
排ガス量 Nm3/hr 101，640 132，130 162，620 203，280 
燃料消費量 Nm3/hr O 2，947 3，831 4，715 5，894 
ガスターピン大きさ O 1 1.3 1.6 2 
CO2排出量 Nm3/hr O 3，533 4，593 5，653 7.067 
C02排出量 Nm3/kW 0.0000 0.1228 0.1388 0.1511 0.1637 
廃熱ボイラ
蒸気圧力 kg/cm2g 40 40 40 40 
蒸気温度 ℃ 400 400 400 400 
*発生蒸気量 ton/hr O 5.867 11. 733 19.555 
給水量 ton/hr O 5.926 11.850 19.751 
排ガス温度 ℃ 123 138 147 155 
*焼却炉蒸気を過熱するのに加えて発生する蒸発量
蒸気タービン
蒸気圧力 kg/cm2g 20 39 39 39 39 
蒸気温度 ℃ 280 400 400 400 400 
蒸気量 ton/hr 86.512 91.55 96.803 102.056 109.06 
抽気量 tor/hr 15.079 7.967 8.276 8.585 8.997 
排気圧力 kg/cm2g 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 
発電端出力 kW 11 ，980 17，880 18.930 19，970 21，370 
総合熱効率1 % 17.2 27.7 29.0 30.1 31.3 
総発電電力比 % 1.000 2.402 2.763 3.123 3.604 
ST発電電力比 % 1.000 1.492 1.580 1.667 1.784 
表6 各ケースの熱効率
ケース 圧力/温度 I (2)式による
熱効率
J 0 20k/280"C 17.17% 
J 3 40k/400'C 20.05% 
C1-1 20k/280 16.9% 
1-3 ク 17.1% 
すー
3-3 
。 19.9% 
3ご旦一一j一 一三一一一一l 空:立笠------. 
C5-1 
5-3 
5-5 
60k/480 。
。
21.7% 
21.8% 
21.9% 
J 0を基準にした
効率向上の比率
1.0 
1.17 
=1.0 
=1.0 
1.16 
備考
(GT出力は表5に同じ)
GTなし
GTなし
トこの間熱効率は向レベル
ト同
iji主L
40 
250 
91.44 
140 
60，000 
32.700 
1.200 
540 
304，920 
8，841 
3 
10.600 
0.1842 
40 
400 
39.11 
39.501 
166 
39 
400 
126.569 
10.028 
0.25 
24.860 
33.5 
4.805 
2.075 
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図7 投資効果
4.結論
以上、今後の日本のごみ焼却炉のエネルギ一利
用効率を上げるためには発電だけでなく、熱の直
接利用が重要であるo その為には焼却炉を都市計
画に適合させ、熱利用のセンターとして位置づけ
ることが重要である。
本文においては特に発電効率を高めるための方
法として、焼却炉ボイラーの過熱器の材料上ある
いは設計上の工夫によって蒸気条件を改善する方
法と、異種燃料による独立過熱器あるいはガス
タービンを用いる方法を比較検討した。結論とし
て
1 )ごみのエネルギーの有効利用という角度から
は、過熱器の温度、圧力の改善が推賞される O
2 )異種燃料を用いる方法のうちでは独立過熱器
方式が有利である。
3)ガスタービン・コンパインドサイクル方式は
焼却炉の熱利用率向上策としては問題が多いが、
電力危機解決の方法として電力会社か採用してい
るので、これが焼却炉の近くにあるならば、その
運転時に焼却炉からも蒸気を送って発電効率を高
めることは差し支えない。
ただ実際の個々の立地に即して詳細な設計条件
を考えると、例えばNOxの総量規制の有る無し
のような、具体的な条件を正確に考慮に入れるこ
とが重要となるので、設計に当たってはこの様な
細心・正確な検討が必要であることを付言してお
きたい。
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Present and Future Refuse Incineration Energy Utilization in ]apan 
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In Japan， from the standpoint of utilizing available resources and energy and preserving the 
earth's environment， paper and plastics-the main components of city refuse-should not simply be 
allowed to increase. Instead， an attempt must be made to minimize the use of such refuse and recy-
cle it. The refuse that is generated in spite of such volume.白reducingmeasures must be incinerated 
because of the country's limited area. However， the environmental load of carbon dioxide has also 
become a matter of serious concern. Therefore， the aim must be to achieve the thorough utilization 
of refuse energy in order to reduce the use of fossil fuels. 
The engineering methods to increasing energy recovery efficiency of incinerators are investi-
gated in this report. 
